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第２３号議案 

令和６年度豊川市下水道事業会計補正予算（第２号） 

（総  則） 

第１条 令和６年度下水道事業会計の補正予算（第２号）は、次に定めるところによ 

る。 

（収益的収入の補正) 

第２条 令和６年度下水道事業会計予算第３条に定めた収益的収入の予定額を次のとおり

補正する。 

収 入 

款 項 既決予定額 補正予定額 計 

１ 下 水 道 事 業 収 益 

 ２ 営 業 外 収 益 

千円 

4,283,604 

1,372,827 

千円 

1,093 

1,093 

千円 

4,284,697 

1,373,920 

（他会計からの補助金の補正） 

第３条 令和６年能登半島地震における被災地域の応援等に要した経費に充てるため、一

般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、1,093 千円である。 

令和７年２月２０日提出 

豊川市長 竹 本 幸 夫 
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令和６年度豊川市下水道事業会計補正予算（第２号）に関する説明書
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令和６年度豊川市下水道事業会計補正予算実施計画

収 益 的 収 入

款 項 目 既決予定額 補正予定額 計 備  考

1 下水道事業 

 収    益 

千円 

4,283,604 

千円 

1,093 

千円 

4,284,697 

２ 営業外収益 1,372,827 1,093 1,373,920 

1 補 助 金 33,263 1,093 34,356 追加 
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令和６年度豊川市下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書 

（令和 6 年 4 月 1 日から令和 7 年 3 月 31 日まで） 

（単位 千円） 

１ 業務活動によるキャッシュ・フロー 

当年度純利益 

減価償却費 

固定資産除却費 

貸倒引当金の増減額（△は減少） 

賞与引当金の増減額（△は減少） 

法定福利費引当金の増減額（△は減少） 

退職給付引当金の増減額（△は減少） 

長期前受金戻入額 

支払利息 

有形固定資産売却損 

有形固定資産売却益 

未収金の増減額（△は増加） 

未払金の増減額（△は減少） 

小計 

利息の支払額 

業務活動によるキャッシュ・フロー 

△ 119,472

2,531,975

77,720 

210 

△ 7,920

△ 1,511

12,173

△ 1,338,384

109,589 

2 

△ 2

466,636 

△ 464,061

1,266,955 

△ 109,589

1,157,366 

２ 投資活動によるキャッシュ・フロー 

有形固定資産及び無形固定資産の取得による支出 

有形固定資産の売却による収入 

国庫補助金等による収入 

一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入 

受益者負担金等収入 

投資活動によるキャッシュ・フロー 

△ 2,255,475

1 

567,282 

62,957 

86,403 

△ 1,538,832

３ 財務活動によるキャッシュ・フロー 

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 

一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入 

財務活動によるキャッシュ・フロー 

1,485,500 

△ 1,351,436

61,223 

 195,297 

資金増加額（又は減少額） 

資金期首残高 

資金期末残高 

△ 186,169

1,265,752

1,079,583 
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１

(1)

イ 476,491

ロ 60,906

△ 16,451 44,455

ハ 73,329,625

△ 13,537,710 59,791,915

ニ 1,172,043

△ 401,270 770,773

ホ 5,366

△ 4,174 1,192

ヘ 9,841

△ 3,594 6,247

ト 0

61,091,073

(2)

イ 283

ロ 2,321,675

2,321,958

(3)

イ 3,223

3,223

63,416,254

減 価 償 却 累 計 額

車 両 及 び 運 搬 具

機 械 及 び 装 置

令和６年度豊川市下水道事業予定貸借対照表（当年度分）

（令和 7年03月31日）

（単位　千円）

資　産　の　部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

工具器具及び備品

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

有形固定資産合計

無 形 固 定 資 産

施 設 利 用 権

出 資 金

投資その他資産

無形固定資産合計

電 話 加 入 権

投資その他資産合計

固 定 資 産 合 計
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２

(1) 1,079,583

(2) 300,284

3,100 297,184

1,376,767

64,793,021

３

(1)

イ
・ 19,592,964

19,592,964

(2)

イ 54,363

54,363

19,647,327

４

(1)

イ
・ 1,296,862

1,296,862

(2) 706,446

(3)

イ 15,310

ロ 2,917

18,227

(4) 53,710

2,075,245

流 動 資 産

△

現 金 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

固 定 負 債 合 計

資 産 合 計

負　債　の　部

固 定 負 債

企 業 債

建設改良費等の財源
に充てるための企業債

企 業 債 合 計

引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

引 当 金 合 計

流 動 資 産 合 計

流 動 負 債 合 計

流 動 負 債

企 業 債

建設改良費等の財源
に充てるための企業債

企 業 債 合 計

未 払 金

引 当 金

賞 与 引 当 金

法定福利費引当金

引 当 金 合 計

その他流動負債
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５

(1) 36,674,497

7,252,713

29,421,784

51,144,356

６ 12,663,310

７

(1)

イ 171,028

ロ 102,330

ハ 37,611

310,969

(2)

イ 当年度未処分利益剰余金 674,386

674,386

985,355

13,648,665

64,793,021

他 会 計 補 助 金

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

収 益 化 累 計 額 △

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

資　本　の　部

資 本 金

剰 余 金

資 本 剰 余 金

受 贈 財 産 評 価 額

負 債 資 本 合 計

国 庫 補 助 金

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計
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注記 

Ⅰ．重要な会計方針 

１ 固定資産の減価償却方法 

(1) 有形固定資産

・減価償却の方法 定額法

・主な耐用年数

建物 18～50 年 

構築物 10～50 年 

機械及び装置 10～30 年 

車両及び運搬具  4～6 年 

工具器具及び備品  4～15 年 

(2) 無形固定資産

・減価償却の方法 定額法 45 年 

２ 引当金の計上方法 

(1) 退職給付引当金

職員の退職手当の支給に備えるため、当事業年度末における退職手当

の要支給額に相当する金額を計上している。なお、計上額は「退職手当

に係る負担金の取扱いに関する確認書」に基づき、下水道事業会計が負

担すべき退職手当の総額としている。 

(2) 賞与引当金

職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当事業年度末にお

ける支給見込額に基づき、当事業年度の負担に属する額を計上している。 

(3) 法定福利費引当金

職員の期末手当及び勤勉手当の支給に係る法定福利費の支払いに備

えるため、当事業年度末における支給見込額に基づき、当事業年度の負

担に属する額を計上している。 

(4) 貸倒引当金

債権の不納欠損による損失に備えるため、実績率等による回収不能見

込額を計上している。 

３ 消費税及び地方消費税の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 
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Ⅱ．予定貸借対照表等関連 

１ 企業債の償還に係る他会計の負担 

貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して

１年内に償還予定のものも含む。）のうち、他会計が負担すると見込まれる

額は、8,888,931 千円である。 

２ 引当金の取り崩し 

(1) 賞与引当金の取り崩し

当事業年度において、６月の期末手当及び勤勉手当支給のため、賞与

引当金 15,185 千円を取り崩すこととする。 

(2) 法定福利費引当金の取り崩し

当事業年度において、６月の期末手当及び勤勉手当支給に係る法定福

利費の支払いのため、法定福利費引当金 2,904 千円を取り崩すこととす

る。 

(3) 貸倒引当金の取り崩し

当事業年度において、不納欠損による損失を計上する予定であるため、

貸倒引当金 2,746 千円を取り崩すこととする。 

Ⅲ. セグメント情報の開示 

１ 報告セグメントの概要 

豊川市下水道事業会計は、公共下水道事業及び農業集落排水事業を運営

しており、各事業で運営方針等を決定していることから、公共下水道事業

及び農業集落排水事業の２つを報告セグメントとしている。 

２ 報告セグメントごとの営業収益等 

（令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで）

（単位 千円）

項目 公共下水道事業
農 業 集 落 

排 水 事 業
合 計

営業収益 2,638,581 65,428 2,704,009 

営業費用 3,914,348 130,549 4,044,897 

営業損益 △1,275,767 △65,121 △1,340,888

経常損益 △126,699 8,959 △117,740

セグメント資産 62,747,502 2,045,519 64,793,021 
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項目 公共下水道事業
農 業 集 落 

排 水 事 業
合 計

セグメント負債 49,601,075 1,543,281 51,144,356 

その他の項目

他会計繰入金 667,821 119,679 787,500 

減価償却費 2,467,466 64,509 2,531,975 

特別利益 5 3 8 

特別損失 1,728 12 1,740 

固定資産増加額 2,071,618 115,711 2,187,329 
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令和６年度豊川市下水道事業会計補正予算説明書

収 益 的 収 入 

款 項 目 節 既決予定額 補正予定額 計 説 明 

1 下水道事業 

収 益 

千円 

4,283,604 

千円 

1,093 

千円 

4,284,697 

2 営業外収益 
1,372,827 1,093 1,373,920 

1 補 助 金 
33,263 1,093 34,356 

2 他 会 計 

補 助 金 
24,382 1,093 25,475 追加 

合 計 4,283,604 1,093 4,284,697 
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